





































































































チュード七・九の地震が発生した。相模トラフ沿いの大地震である。地震後に発生した同時多発火災は強風に煽られて巨大な火災となり被害を拡大させ、東京・横浜を中心に全体で、死者・不明者は一〇万五千余人に上った。千葉県でも、震源域に近い南部を中心に家屋 倒壊による被害が深刻 一三〇〇人を超える死者・行方不明者を出してい 。相模湾から伊豆半島にかけて津波による被害もあった。
未曾有の大災害であったことに加え、中央政府も被災した















①大規模災害発生時には、関係する政府、軍、府県、警察・消防、市町村、公的団体、民間会社、民間団体等が連携しなければならない。②広域 わたる混乱や同時多発火災などに対して、不足する警察力・消防力を補うため 組織的かつ秩序だった形で市民を動員しなければ らな 。ただし、関東大震災時の「自警団」のように暴走するよう ことがあってはならない。
関東大震災後、他の都市にさきがけて、こうした教訓に基




ていた。それを裏書きするように関西地方で地震が連続する。一九二五（大正一四）年五月 は北但馬地震（兵庫県北部、マグニチュード六・八、死者四二八人） 、一九二七（昭和二）年三月には北丹後地震（京都府北西部、マグニチュード七・三、死者二 人）が発生した。 丹後地震では大阪でも死者が出た
こうした状況の中で、一九二八年七月に大阪防空演習が実









きるだけ早く発見し、周囲の可燃物 水をかけることにより、延焼を防ぐ いう方法であった。焼夷弾そのもの 燃えても、その火が燃え広がらなければ被害 食い止められるというわけであ 。戦時中の市民の暮らしを記録 写真や動画で、市民がバケツリレーにより消火訓練をしているのをみたことがある人は多いと思う。
一九三七年四月、防空法が公布され、防空が国民の義務に
























（）その要旨は、土田宏成「神田外語大学周辺の災害の歴史」 、 『神田外語大学日本研究所紀要』第七号（二〇一五年） 。
（
1）中央防災会議災害教訓の継承に関する専門調査会報告書『





























































































































































l 、 【第二編】 （二〇〇九年） 、
http://w
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l 、いずれも最終閲覧日：
二〇一七年一一月三日。
（
（1）　
以下の記述は主に土田宏成『帝都防衛
　
戦争・災
害・テロ』 （吉川弘文館〈歴史文化ライブラリー〉 、二〇一七年）による。
